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	第１章　用語の定義
	（定義）
	本契約において使用する用語の意義は、次のとおりとする。


	第２章　本件事業の大要
	（総則）
	事業者は、事業者の責任及び費用負担において、本契約、本件募集要項及び本件提案書（以下まとめて「本契約等」という。）に�
	事業者は本契約等に基づき本事業を実施する。本契約、本件募集要項及び本件提案書の内容に不一致、矛盾等がある場合には、本契約書、本

	（本件施設の設計及び建設）
	事業者は、本契約等に従い、本件施設の設計、建設及び関連業務を行う。

	（本件施設等の運営維持管理）
	事業者は、本契約等に従い、町の委託を受けて、本件施設等の運営業務及び維持管理業務を行う。

	（本件施設等の安全管理）
	建設期間中、開館準備期間中及び運営期間中の事業場所及び本件施設の管理は事業者が善良な管理者の注意義務をもって行�

	（資金調達）
	本件事業に関する事業者の資金調達はすべて事業者の責任において行う。
	事業者は、本件事業に財政上・金融上の支援が適用されるよう努力するものとし、町はこれに協力する。

	（許認可、届出等）
	事業者が本契約上の義務を履行するために必要な一切の許認可及び届出等は、事業者がその責任において取得し、維持するものとする。�
	事業者は、前項の許認可等のうち町が必要と認めるものの申請に際しては、町に対して書面による事前説明及び事後報告を行う。
	町は、事業者からの要請がある場合は、事業者による許認可取得、届出等に必要な資料の提出等について協力する。
	事業者は、町からの要請がある場合は、町による許認可取得、届出、その維持等に必要な資料の提出、その他について協力する。

	（町が実施する工事等）
	町が別途発注する第三者の行う備品の設置又は搬入（情報システムを含む。）作業が、事業者の業務に密接に関連する場合において、事業�


	第３章　設計・建設工事
	（総則）
	事業者は、本件施設を平成17年10月1日までに完成させ、平成17年11月1日までに町に引き渡すものとする。町は、本件施設の引渡を受け
	本件工事のために必要な一切の手段等については、関係諸法令及び杉戸町開発行為等指導要綱（平成8年3月28日告示第16号！
	事業者は、本件施設が長期にわたり使用されることに鑑み、造成工事、本件施設に整備する施設の躯体及び基礎等の主要構造部の品�

	（スケジュール）
	事業者は、本契約の締結後2週間以内に、本件施設の開館までのスケジュールを記載した予定表を作成し、町に提出して町の確訂

	（事業場所の引渡）
	町は平成[　]年[　]月[　]までに事業場所を現状にて事業者に引き渡す。
	事業者は、事業場所の引渡を受けたときは、本件建物を町に引き渡すまで善良な管理者の注意義務を持って管理しなければならない。

	（本件工事に伴う設計及び各種調査）
	事業者は、本契約等に基づき、本件工事に必要な設計を行う。
	事業者は、本件工事及び設計のための測量・地質調査を自己の費用負担により行うものとする。但し、事業者は、本件土地の引
	事業者は、必要な周辺地域に対する家屋調査及び本件施設の建設に係るテレビ電波障害が予測される地域における現況調査匙
	町は、町が提示する条件の不備、誤謬等から発生する合理的な追加費用を負担する。かかる追加費用は本件工事費等に算入される�

	（土地の瑕疵担保責任）
	町は、事業場所の土地に関する瑕疵担保責任を負うものとする。事業場所に瑕疵があり、本件契約書等に基づく工事ができないときには、町と協議のうえ、本件施

	（本件施設の設計）
	事業者は、本契約締結後速やかに、本契約等に従い本件施設の設計に着手する。
	事業者は、本件施設の設計に関する一切の責任（設計上の誤り及び事業者の都合による設計変更から発生する追加�
	事業者が本件施設の設計を第三者に委託する場合、速やかに当該設計者の名称、所在地及び代表者名を町に対して通知する【
	事業者は、建築基準法（昭和25年5月24日法律第201号）に基づく建築確認申請書類等を作成し、建築確認申�

	（設計の確認）
	事業者は、設計図書の作成にあたっては町に対して月１回、状況の報告を行うとともに、設計終了後速やかに設計内容が本契約等に整合してい】
	町は、前項の設計図書が提出された場合、その受領後2週間以内に設計図書が本契約等に整合しているかどうかについて確認を行い、事業者
	町は前項の場合において、設計図書と本契約等との整合を判断するために必要な説明、資料等を追加で事業者に求めることができ、事業者はこ】
	事業者は、第2項の通知で設計図書が本契約等に整合していないと指摘された場合には、速やかに当該図書を変更するとともに、再度町に提出する
	第2項の通知内容について、疑義が生じた場合又は技術的に対応できない場合等には、当該図書の変更内容について、関係者協議会において協議�
	前項の協議が整った場合及び第2項に基づき設計図書の内容が本契約等に整合していると通知された場合、事業者は、設計図書に基づき本件施設の
	第2項の確認、第5項の協議又は第6項の通知を理由として、町は設計内容の全部又は一部について責任を負担するものではない。
	本条各項の規定は、設計図書を変更する場合に準用する。但し、軽微な変更は事業者が町に対して通知を行えば足りるものとする　

	（本件工事費の変更）
	第15条第5項の協議により、本件施設の建設工事の内容が本契約等と異なるものとなった場合、事業者の責めに帰すべき事由による場合を除き、事�

	（設計の変更）
	町は、設計の確認後であっても、必要があると認める場合、書面により設計の変更を事業者に求めることができる。当該設計変更�
	事業者は、町の事前の承諾を得た場合のみ、町の確認を得た設計図書を変更できるものとする。この場合の本件工事費等の変更については、�

	（本件工事）
	事業者は、以下に従い施工計画書等を作成する。

	（保険）
	事業者は本件施設の建設工事について、事業者又は町を被保険者とする履行保証保険契約を締結しなければならない。
	前項の履行保証保険の付保率は10パーセントとする。
	事業者は、本件施設の建設工事の着工までに、第1項の履行保証保険の保険証券の写しを町に提出して、内容の確認を受けなければならない　

	（工事監理者）
	事業者は、工事監理者を設置し、町に通知するものとする。
	町は、事業者を通じて工事監理者に随時報告を求めることができるものとし、かかる場合、事業者は、工事監理者をして町に報告を行わせる。
	工事監理者は、毎月、月報及び監理報告書を作成の上、翌月10日（当該日が休日に当たるときは、当該日の翌日とする。）まで�

	（工期の変更）
	町が工期の変更を請求したときは、当該変更の可否は、関係者協議会における協議により定める。その際、本件施設の引渡時期、本件施設の
	事業者が、不可抗力又は事業者の責めに帰すことのできない事由により工期を遵守できない場合で、工期の変更を請求したときは、関係者協議�
	町の責めに帰すべき事由により、本件施設の引渡が引渡予定日よりも遅れた場合及び本件施設の開館が開館予定日よりも遅れた場合は
	事業者の責めに帰すべき事由により、本件施設の引渡が引渡予定日よりも遅れた場合及び町が開館予定日に本件施設を開館できない場合�
	不可抗力により、本件施設の引渡が引渡予定日よりも遅れた場合及び本件施設の開館が開館予定日よりも遅れた場合は、遅帞

	（町による説明要求及び立会い）
	町は、月１回、第20条第3項の定めるところに従い、本件工事の施工状況及び工事監理の状況について工事監理者から月報及び監理
	町は必要と認めるときには事業場所の現地調査を行い、事業者に説明を求めることができる。事業者は、町の説明要求については誠実に対応
	町は、本件工事について、建設期間中、事業者に対して質問を記載した書面により説明を求めることができる。説明の結果、建設状�
	事業者は、建設期間中において事業者が行う本件施設の検査若しくは試験について、事前に町に対して通知するものとする。町は、当該検査又は�
	町は、建設期間中、事前の通知なしに本件工事に立ち会うことができる。
	説明要求又は立会いを理由として、町は設計内容及び本件工事の全部又は一部について責任を負担するものではない。

	（建設期間中の第三者への委託）
	事業者は、本件工事の施工の一部を協力会社に委託し、又は請け負わせる場合、委託開始の21日前に町に通知し、その承諾�
	事業者が本件工事の施工の全部又は一部を本件提案書に示されるとおり、構成企業に委託し、または請け負わせる場合は、事前に町に通眜
	構成企業が事業者又は他の構成企業から委託され、又は請け負った本件工事について協力会社に委託し又は下請人を使用するときは、事�
	町は事業者から施工体制台帳及び施工体制にかかる事項について報告を求めることができる。
	協力会社への委託及び下請人の使用はすべて事業者の責任において行うものとし、協力会社、下請人又はその他事業者が本事業実施のために直挔

	（工事の中止）
	町は、必要があると認めるときは、工事の中止の内容を事業者に通知して、本件工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。町は�

	（第三者に及ぼした損害）
	事業者の責めに帰すべき事由により本件工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、事業者がその損害を賠償しなければならない。さらに、本�

	（本件工事の実施に伴う近隣対策等）
	事業者は、その責任及び費用において、騒音、悪臭、光害、粉塵発生、交通渋滞、振動並びに本件工事が近隣住民の生活環境に
	前項の規定にもかかわらず、本件事業の実施そのものに反対することを目的とするクレーム等については、町は責任を持ってこれに対処する。

	（不可抗力による損害）
	不可抗力により、本件施設、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料又は建設機械器具に損害が生じたときは、事業者は、その事実の発生後瘞
	町は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、前項の損害の状況を確認し、その結果を事業者に通知しなければな。

	（部分使用）
	町は、杉戸町内に災害等が発生し又は発生する恐れがあり、町が本件施設を広域防災活動備蓄拠点として利用する場合、町は事業者の承諾を得ないで帟
	前項の場合においては、町は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しなければならない。
	町は、第1項の規定に基づき本件施設の全部又は一部を使用したことによって事業者について損害又は費用が生じたときは、それらを補償する�

	（完成検査及び完工・引渡）
	事業者は、事業者の責任及び費用負担において本件施設の完成検査を行う。
	事業者は、町に対して、事業者が行う完成検査の7日前までに、完成検査を行う旨を通知する。
	町は、完成届を受領後、14日以内に、本件施設を検査し、本件施設が本契約等及び設計図書に従った仕様を充足しているものと現地
	町による完工確認書の交付を理由として、町が本件工事の全部又は一部について責任を負担するものではない。
	事業者は完工確認書の受領後町の指示する方法により、本件施設を町に引き渡さなければならない。引渡日までの電気・水道等の光熱水費用�
	前項の引渡時期は、完工確認書の交付日とする。
	事業者は、町への本件施設の引渡後、速やかに本件施設の完成図書を町に提出する。

	（瑕疵担保）
	町は、本件施設に隠れたる瑕疵があるときは、事業者に対して相当の期間を定めてその瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補と
	前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、本件施設の引渡を受けた日から5年以内に行わなければならない。ただし、その瑕疵が住嬐
	町は、第2項に規定する期間内でかつその瑕疵を知った日から6月以内に第1項の権利を行使しなければならない。
	事業者は、町による設計図書の確認又は完成検査の実施をもって、本条に基づく責任を免れるとすることはできない。
	事業者は、請負人をして、町に対し本条による瑕疵の修補及び損害の賠償をなすことについて保証させるべく、措置をとるものとする。

	（本件施設の開館日）
	事業者は、第29条第6項の本件施設の引渡日の翌日から平成38年3月31日までの期間、本件施設等の維持管理業務を行う。
	事業者は、本件開館日から平成38年3月31日までの期間、本件施設の運営業務を行う。なお、本件開館日は実際に開餀

	（本件工事費等の支払）
	町は、本件施設の施設整備及び所有権移転にかかるサービスの提供に対する対価を、別紙４－２の算定方法に従い、平成18年6�

	（所有権の取得）
	本件施設については、第29条の本件施設の引渡と同時に町が所有権を取得するものとする。事業者は、本件施設について、担保物権、制限物権等の負�


	第４章　本件施設等の運営維持管理
	（総則）
	事業者は、事業者の責任及び費用負担で、開館準備期間中及び運営期間中、要求水準書を含む本契約等の規定並びに第3�
	事業者は、本契約等の規定に従って、開館準備期間中及び運営期間中、本件施設等の運営維持管理業務を行う責任を負い、�
	町又は事業者が本契約等の規定の変更を求める場合、事前に相手へ通知の上、その対応は関係者協議会の協議に従うものとする。なお、町の責�

	（運営期間中の第三者への委託）
	事業者は、運営維持管理業務の一部を協力会社に委託し、又は請け負わせる場合、委託する業務の開始21日前に町に通知し�
	事業者が運営維持管理業務の全部又は一部を本件提案書に示されるとおり、構成企業に委託し、または請け負わせる場合は、事前に町に�
	構成企業が事業者又は他の構成企業から委託され、又は請け負った運営維持管理業務について協力会社に委託し又は下請人を使用す�
	町は、事業者から運営維持管理業務及び運営維持管理体制について報告を求めることができる。
	協力会社への委託及び下請人の使用はすべて事業者の責任において行うものとし、協力会社、下請人又はその他事業者が本事業実施のために直挔

	（運営維持管理計画の作成）
	事業者は、本件施設の町への引渡日の1ヶ月前までに本件施設等の運営維持管理の人員配置、各業務の責任者、連絡体制、長期修繕計画�
	事業者は、毎年度、当該年度の開始の1ヶ月前までに当該年度の運営維持管理年間計画書を作成し、当該運営維持管理年間計画昃
	運営維持管理年間計画には、当該年度の休業日、施設の定期点検、修理、補修その他の運営維持管理上の主要事項について記�
	町は、第1項及び第2項の運営維持管理計画書の提出を受けた場合、14日以内に運営維持管理計画書の内容が本契約等に整合してい。
	前項において、町は運営維持管理計画書と本契約等との整合を判断するために説明、資料等の提出を追加で事業者に求めることができ、事業耀
	事業者は、第4項の通知で本契約等に整合していないと指摘された場合には、速やかに運営維持管理計画を変更するとともに、変更した運営維挀
	第4項の通知内容について、疑義が生じた場合又は技術的に対応できないなどの場合、関係者協議会において運営維持管理計画内容の変昞
	町は、第4項の確認又は第7項の協議を理由として、運営維持管理内容の全部又は一部について責任を負担するものではない。
	前各項の規定は、運営維持管理計画を変更する場合は、速やかに変更した運営維持管理計画を町に提出するものとする。この場合　

	（モニタリング）
	町は、事業者が実施する運営維持管理業務の水準を確保するため、別紙４－３のとおりモニタリングを行い、その結果を事業者に
	事業者は、運営期間中の休館日、施設の定期点検、修理、補修その他の運営維持管理上の主要事項について町が必要と認。

	（運営維持管理に要する費用の支払）
	町は、運営維持管理に要する費用については、第32条の支払と同時に別紙４－２の算出方法による額について事業者に支払う。事業者の本件�
	町は前条に規定するモニタリングを実施し、事業者の運営維持管理業務が要求水準書の内容を満たして実施されたことを確認した上で、
	事業者は、町に対して毎月業務終了後7日以内に当該月の業務報告書を提出するものとし、町はかかる業務報告書の提出を受けた後、モニタリン�
	町は、本件施設の引渡を受けた後開館日までの間に事業者が実施した本件施設等の維持管理業務に対する対価を平成18年3月末日までに事

	（施設の修繕等）
	事業者は、長期修繕計画及び年間維持管理業務計画に基づき、本件施設の修繕を実施する。なお、町は、これに必要な予算措置を謃
	事業者が年間維持管理業務計画書に記載の無い修繕で本件施設に重大な影響を及ぼす修繕を行う場合、事前に町に対してその内容その他必要
	事業者が本件施設の修繕又は前項の処置を行った場合、事業者は必要に応じて当該修繕又は前項の処置を完成図書に反映し、かつ、使用した
	第1項の規定にもかかわらず、大規模修繕は町が事業者と協議のうえ行うものとする。

	（第三者に及ぼした損害）
	運営維持管理業務により第三者に損害を及ぼしたときは、事業者がその損害を賠償しなければならない。（但し、その損害のうち町の責めに帰すべき�

	（リスク分担）
	事業者は、町の責めに帰すべき場合を除き、下記\(1\)、\(2\)記載の業務ほか、本契約に特段の定めがある場合�

	（保険）
	事業者は、自ら又は第35条第1項に従い町の承諾を得た第三者をして開館準備期間中及び運営期間中、事業運営上で発生の恐
	事業者は、自ら又は本件施設等の経常的な維持管理にかかる再委託先企業又は下請企業をして、当該再委託先企業の年間受託金額�
	町は、事業者の町に対する本件施設等の運営維持管理にかかる債務の履行を担保するために、事業者をして前項の履行保証保険の保険鄃
	事業者は、第2項の場合においては、当該修繕又は更新工事の着工日までに、第2項に定める付保を行わしめ、その保険証書の写しを町に対し�
	事業者は、本件施設等の経常的な維持管理にかかる再委託を行わない場合、かかる再委託が終了した場合又は第1項若しくは第2項に定め�

	（本件施設の運営に関する内容の変更）
	町及び事業者は、双方が合意することにより、本件施設等の運営維持管理に関して、要求水準書を変更することができる。変更内容については�


	第５章　法令変更
	（法令変更）
	本契約の締結日後において、法令が変更されたことにより、本件施設が本契約等（工事着工後は既着工の工事内容を含む。）に従い建設又は運�


	第６章　契約期間及び契約の終了
	（契約期間）
	本契約は、契約の締結の日から効力を生じ、平成38年3月31日をもって終了する。

	（町による事業者との本契約の終了）
	第29条6項の引渡以前において次に掲げる場合は、町は、事業者との間で締結する一切の契約について、事業者に対して書面により通知した上で本契約

	（事業者による町との本契約の終了）
	町が本契約に基づいて履行すべき支払を遅延した場合、当該支払うべき金額につき、遅延日数に応じ年8.25％の割合で計算した額を事業者に対し遅延

	（不可抗力）
	町及び事業者は、不可抗力により本契約の履行ができなくなったときは、その内容詳細を記載した書面をもって直ちに相手方に通知しなければならない。
	本契約の締結後不可抗力により本契約の全部又は一部が履行不能となった場合、又は不可抗力により本件施設等への重大な損害が発生した場合�
	本件施設の町への引渡前に前項により本契約が解除された場合、町は事業者に対して設計及び建設に要する費用を支払う義務を負わない。ま
	本件施設の町への引渡後、不可抗力に該当する事由の発生が原因で、事業者が運営維持管理業務の一部を履行できなかった場合、履行を免れ。
	本件施設の町への引渡後に第2項により本契約が解除された場合、町は本件施設の所有権をすべて保持・取得した上で、かかる契約終了時点における本件

	（本契約終了に際しての処置）
	事業者は、本契約が終了した場合において、事業場所又は本件施設内に事業者の為設けられた控室等に事業者が所有又は管理する工事材料、建設・
	前項の場合において、事業者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件の処置につき町の指示に従わないときは、町は、事業者に代わって当該物件を処分し、
	事業者は、この契約が終了する場合、町又は町の指示する者に、必要な引継ぎを行わなければならない。
	事業者は、事由の如何を問わず、この契約が終了した場合には、この契約が終了し、かつ第3項の業務をすべて終了した上で、業務終了から10日以内に最終支払�
	事業者の運営維持管理業務の実施期間が3ヶ月に満たない場合は、日割りした金額を支払うものとする。


	第７章　租税
	（租税）
	本契約及びこれに基づき締結される合意に関連して生じる租税は、本契約に特に規定のあるものを除き、すべて事業者の負担とする。町は、事業者


	第８章　関係者協議会
	（関係者協議会の設置）
	町及び事業者は、本件事業の実施に関する協議を行うことを目的として、（仮称）生涯学習センター整備等事業協議会（以下「锂
	町及び事業者間の協議を要する事項が存在する場合、町又は事業者は、相手方当事者に対して請求することにより、関係者協議会〒
	関係者協議会は、本契約等において関係者協議会で協議すべきとされる事項のほか、町及び事業者が、関係者協議会で協議することが妥当として�

	（関係者協議会の内容）
	関係者協議会は、本契約等において関係者協議会における協議又は決定とされる事項及び当事者が必要と認める事項を、協議し、�
	町及び事業者は、関係者協議会における詳細な協議事項を第1回協議会において定めるほか、協議会運営準則を採択するものとする。

	（関係者協議会の構成員）
	関係者協議会は町及び事業者の代表者各5名以内により構成されるものとする。ただし、町及び事業者は、関係者協議会における�
	町及び事業者が必要と判断した場合には、関係者協議会の構成員は、各自が選任した第三者を関係者協議会に招致し、関係�


	第９章　その他
	（契約上の地位の譲渡）
	事業者は、町の事前の承認なしに本契約上の地位及び権利義務を譲渡・担保提供その他の処分をしてはならない。

	（事業者の兼業禁止）
	事業者は、この契約による事業（附帯的事業を含む。）以外の業務を行ってはならない。ただし、事前に町の承諾を得た場合は、この限りでない。

	（制限物権の設定）
	事業者は、町の事前の承認なしに、事業者が所有する本件施設ついて譲渡し、又は抵当権、質権等その他制限物権を設定してはならない。

	（著作権等）
	本件施設の維持、管理、運営、広報等のために必要な範囲で、事業者は、町に対し、次の各号に掲げる本件施設の利用を承諾する。
	事業者は、町に対し、本件施設の内容を自由に公表することを承諾する。
	事業者は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に町の承諾を得た場合は、この限りでない。

	（著作権等の譲渡禁止）
	事業者は、本件施設にかかる著作権法第2章及び第3章に規定する事業者の権利を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、事前�

	（著作権の侵害の防止）
	事業者は、本件施設が、第三者の有する著作権を侵害するものではないことを町に対して保証する。
	事業者は、その作成する成果物が第三者の有する著作権等を侵害し、第三者に対して損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなけ�

	（工業所有権）
	事業者は、特許権等の工業所有権の対象となっている技術等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、町が�

	（出資者による保証）
	事業者は、出資者による別紙４－４に記載する内容を有する保証書を取得し、その写しを本契約締結までに町に対して提出しなけ】

	（銀行団との協議）
	町は、必要あると認める場合には、本事業に関して事業者に融資する銀行団との間において、町が本契約に基づき事業者に損害賠償を訃

	（事業者に対する制約）
	事業者は、事業期間中、町の事前の承諾を得ない限り、出資者以外の第三者に対して株式、新株予約権又は新株予約権付社債を発
	事業者は他の法人と合併してはならない。

	（財務書類の提出）
	事業者は、本件施設の町への引渡日から事業期間の終了に至るまで、各会計年度の最終日から3ヶ月以内に、公認会計士の監査済�

	（協議）
	本契約において両当事者による協議が予定されている事由が発生した場合、町及び事業者は、速やかに協議に応じなければならない。

	（秘密保持）
	町及び事業者は、互いに相手方の秘密を相手方又は相手方の代理人若しくはコンサルタント以外の第三者に漏らし、又は本契約の履行以�

	（準拠法）
	本契約は、日本国の法令に準拠するものとし、日本国の法令に従って解釈する。

	（管轄裁判所）
	本契約に関する紛争については、さいたま地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。

	（雑則）
	本契約並びにこれに基づき締結される一切の合意に定める請求、通知、報告、申出、承認及び契約終了告知・解約は、書面により行わな�
	本契約の履行に関して町事業者間で用いる計量単位は、本契約等に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成4年法律第51号）に嬂
	契約期間の定めについては、民法（明治29年法律第89号）及び商法（明治32年法律第48号）の定めるところによるもの
	本契約の履行に関して用いる時刻は日本標準時とする。
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